
漁業経営安定対策の加入状況一覧表

１　漁業収入安定対策（漁業共済・漁業収入安定対策事業）
燃油 配合飼料

単年度
基準

（※３）

５年
基準

（※４）

単年度
基準

５年
基準

平成22年度
（平成23年３月末）

平成22年度
（平成23年３月末）

3,258 205

23 23,576 66 58 17,816 55 48 23 7,110 214

24 23,939 69 63 18,791 60 55 24 11,908 279

25 23,853 69 65 19,009 61 57 25 25,376 749

26 24,256 72 72 19,903 64 64 26 27,547 898

27 25,911 75 77 21,836 68 70 27 28,475 1,609

28 28,404 75 82 24,435 69 75 28 28,973 1,642

29 28,500 75 83 25,015 70 78 29 29,769 1,702

30 28,331 78 84 25,179 74 79 30 29,881 1,600

令和元年度
（令和２年３月末）

28,261 81 83 25,519 77 80
令和元年度

（令和２年３月末）
29,641 1,562

2 29,077 85 85 26,899 83 83 2 29,412 1,519

3 28,554 88 82 26,584 86 80 3 29,472 1,445

4 27,889 83 80 26,161 81 78 4 29,658 1,424

5 27,473 78 81 25,986 76 79 5 29,928 1,544

6 26,921 76 81 25,464 74 79 6 30,034 1,561

令和７年度
（令和８年３月末）

26,251 81 82 24,936 80 80
令和７年度

（令和８年３月末）
29,704 1,532

（漁業収入安定対策） （コスト対策）

２　コスト対策（漁業経営セーフティーネット構築事業）

加入件数
（件）

加入件数
（件）

漁業収入安定対策事業
加入率（％）

漁業共済

加入件数
（件）

加入件数
（件）

加入率（％）

※１：事業創設年度は平成22年度。

※２：平成23年度から平成27年度までの間は、東日本大震災による影響を考慮し、岩手県、宮城県及び福島県の数値を除いたもの。

※１：事業創設年度は平成23年度。

※３：単年度基準の加入率：加入者の漁業生産金額（過去５年間の生産金額のうち、最高と最低の年を除いた３年平均）／全国の漁
　　　業生産金額（単年度）を基に計算したもの。
※４：５年基準の加入率：加入者の漁業生産金額（過去５年間の生産金額のうち、最高と最低の年を除いた３年平均）／全国の漁業
　　　生産金額（過去５年間の平均）を基に計算したもの。


